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諮問庁：総務大臣 

諮問日：令和２年５月１日（令和２年（行情）諮問第２２２号） 

答申日：令和３年５月２７日（令和３年度（行情）答申第５３号） 

事件名：電子政府構築計画策定に関する文書の不開示決定（不存在）に関する

件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

別紙に掲げる文書（以下「本件対象文書」という。）につき，これを保

有していないとして不開示とした決定は，妥当である。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく開示請求に対し，令和元年１０月１７日付け総管情第９

３号により総務大臣（以下「処分庁」又は「諮問庁」という。）が行った

不開示決定（以下「原処分」という。）を取り消すべきである旨の決定を

求める。 

２ 審査請求の理由 

審査請求人の主張する審査請求の理由の要旨は，審査請求書の記載によ

ると，おおむね以下のとおりである。 

行政文書不開示決定通知書の記載内容の検討 

上記分通知書の不開示理由は不当かつ違法である。即ち，電子政府構築

計画策定に関する文書（例えば，調査内容・調査結果・会議議事録・会議

開催年月日・出席者名簿・提出書類・議会における想定問答集・検討書・

報告書・国会議員への説明資料等）に関する資料は，政府の電子化計画に

関する極めて重要なものであるので，本来ならこの文書は特定して永年保

存されるべきものである。また，文書を特定・保有したのか，特定・保有

しなかったのか，を明確にしていただきたい。もし，特定・保有したが，

保存期間の満了により廃棄した場合は，保存期間，廃棄年月日を明確にし

ていただきたい。また，国立公文書館に移管した場合は移管年月日を明確

にしていただきたい。 

よって，法９条２項の規定に基づきなされた原処分を取り消すべきであ

る旨の決定を求める。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

 １ 審査請求の経緯 

令和元年９月１３日付け（同月１８日受付）で，処分庁宛てに，法に基
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づく行政文書開示請求があった。処分庁は，同年１０月１７日付け総管情

第９３号で法９条２項に基づき，原処分を行った。 

本件審査請求は，審査請求人が原処分に不服があることから，原処分を

取消す旨の決定を求めるとして，令和２年１月２０日付け（同月２１日受

付）で提起されたものである。 

 ２ 原処分について 

   行政文書不開示決定通知書に記載された不開示決定した本件対象文書及

び不開示とした理由は次のとおり。 

 （１）不開示決定した行政文書の名称 

本件対象文書 

 （２）不開示とした理由 

    保存期間満了のため廃棄されており，当省で保有していないため。 

３ 本件審査請求の理由について 

審査請求書によると，本件審査請求の理由は以下のとおりである。 

「電子政府構築計画策定に関する文書（例えば，調査内容・調査結果・

会議議事録・会議開催年月日・出席者名簿・提出書類・議会における想定

間答集・検討書・報告書・国会議員への説明資料等）に関する資料は，政

府の電子化計画に関する極めて重要なものであるので，本来ならこの文書

は特定して永年保存されるべきものである。」 

 ４ 原処分の妥当性について 

原処分について確認したところ，次のとおりであった。 

処分庁では，総務省文書管理規則（平成１３年１月６日総務省訓令第１

号）（以下「文書管理規則」という。）に基づき行政文書分類基準表（以

下「分類基準表」という。）を定めており，開示請求のあった行政文書に

関連すると思われる行政文書ファイル「各府省情報化統括責任者（ＣＩ

Ｏ）連絡会議」の保存期間は，５年としている。当該行政文書ファイルの

うち，開示請求のあった行政文書に関連すると思われる年度のものについ

ては，保存期間満了により，廃棄されているため，不存在を理由とした不

開示決定を行った。念のため，本件審査請求を受けて，処分庁の執務室内

の書庫，書棚，共用ドライブ等の探索を行ったが，処分庁において本件対

象文書の存在を確認することはできなかった。 

以上の説明に特段不自然な点はなく，原処分において本件対象文書を廃

棄済みであることを理由に不開示とした原処分の判断は妥当であると考え

る。 

 ５ 結論 

以上のことから，本件審査請求には理由がなく，原処分を維持すること

が妥当であると考える。 

第４ 調査審議の経過 
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当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

   ① 令和２年５月１日   諮問の受理 

   ② 同日         諮問庁から理由説明書を収受 

   ③ 令和３年３月２６日  審議 

   ④ 同年５月２１日    審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件対象文書について 

本件開示請求は，本件対象文書の開示を求めるものであり，処分庁は，

保存期間満了のため廃棄されており，総務省で保有していないとして不開

示とする決定（原処分）を行った。 

これに対し，審査請求人は，原処分の取消しを求めているところ，諮問

庁は原処分を維持することが妥当としていることから，以下，本件対象文

書の保有の有無について検討する。 

２ 本件対象文書の保有の有無について 

（１）本件対象文書の保有の有無について，当審査会事務局職員をして諮問

庁に更に確認させたところ，諮問庁は，おおむね以下のとおり補足して

説明する。 

ア 首相官邸のウェブサイトによれば，電子政府構築計画は，平成１５

年７月１７日開催の各府省情報化統括責任者（ＣＩＯ）連絡会議（第

４回会合）において決定されたものであり，同会議第２回会合（同年

３月３１日開催），第３回会合（同年６月２５日開催）及び第４回会

合において策定のための議論が行われていたことから，「平成１５年

度各府省情報化統括責任者（ＣＩＯ）連絡会議」を本件対象文書に特

定した。同会議第２回会合については，当該日付から平成１４年度に

属する文書を確認したところ，同年度に係る同会議の文書が作成され

ていた形跡は見られなかった。仮にあるとすれば，平成１５年度に保

存したと推測されたため，「平成１５年度各府省情報化統括責任者

（ＣＩＯ）連絡会議」のみを本件対象文書として特定した。 

 なお，各府省情報化統括責任者（ＣＩＯ）連絡会議の所管は，内

閣官房であって，上記の会議資料は，首相官邸のウェブサイトで公

表しているものである。 

イ 上記アの各府省情報化統括責任者（ＣＩＯ）連絡会議に関する文書

は，文書管理規則及び分類基準表より５年間保存と規定し，保存期間

満了後は廃棄となっている。また，平成２４年度以降については，総

務省行政管理局では，同会議に関する行政文書ファイルを作成してい

ない。 

ウ なお，各府省情報化統括責任者（ＣＩＯ）連絡会議を設置すること

を定めた文書である「各府省情報化統括責任者（ＣＩＯ）連絡会議に
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ついて」（平成１４年（２００２年）９月１８日高度情報通信ネット

ワーク社会推進戦略本部長決定）において，「連絡会議の庶務は，総

務省行政管理局の協力を得て，内閣官房において処理する。」とされ

ているが，これは，内閣官房ＩＴ総合戦略室が設置される前は同局を

中心として行政情報化に係る調整等を実施してきたという経緯に加え

て，必要な場合において，同局が行政機関が共用する情報システムの

整備運用を担う立場等から内閣官房の事務を助けることが想定された

こと等から規定されたものであり，当初から，同会議の運営は，同室

で行われており，同局は関与していない。 

エ 本件審査請求を受け，本件開示請求を受けた際と同様に，総務省行

政管理局において，執務室内，書庫，倉庫及びパソコン上のファイル

等を探索したが，本件対象文書の存在は確認できなかった。 

（２）検討 

ア 当審査会事務局職員をして，上記（１）ア掲記のウェブサイトを確

認させたところによれば，上記（１）アの諮問庁の説明は，特段不自

然，不合理な点はなく，首肯できる。 

イ 上記アの判断に加え，諮問庁から文書管理規則，分類基準表及び上

記（１）アの行政文書ファイルに関する文書管理システムの登録情報

の写し（以下「登録情報」という。）の提示を受け，当審査会におい

てその内容を確認したところによれば，「行政文書ファイル」と記載

された欄の「平成１５年度各府省情報化統括責任者（ＣＩＯ）連絡会

議」，「保存期間満了時期」欄に「２００９／３／３１」，「保存期

間満了時の措置結果」欄に「廃棄」，「廃棄日／移管日」欄に「２０

０９／５／３１」，「状態」欄に「廃棄済」との記載が認められ，こ

れを覆すに足りる事情は認められない。 

そして，上記判断に加え，上記（１）アのウェブサイトの内容等を

確認したところによれば，上記（１）イの諮問庁の説明に，特段不

自然，不合理な点は認められず，これを否定するに足りる事情は認

められない。 

ウ 諮問庁から上記（１）ウ掲記の「各府省情報化統括責任者（ＣＩ

Ｏ）連絡会議について」の提示を受け，当審査会においてその内容を

確認したところ，上記（１）ウに符合する内容の記載が認められ，ま

た，上記ア及びイにおいて判断したところによれば，上記記載に係る

連絡会議の運営は，内閣官房ＩＴ総合戦略室で行われており，総務省

行政管理局では関与していない旨の諮問庁の上記（１）ウの説明を否

定することまではできない。 

エ 上記第３の４及び上記（１）エの本件対象文書の探索の範囲等につ

いては，特段問題があるものとは認められない。 
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オ したがって，総務省において本件対象文書を保有しているとは認め

られない。 

３ 審査請求人のその他の主張について 

審査請求人のその他の主張は，当審査会の上記判断を左右するものでは

ない。 

４ 本件不開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件対象文書につき，これを保有していないとして不

開示とした決定については，総務省において本件対象文書を保有している

とは認められず，妥当であると判断した。 

（第１部会） 

  委員 小泉博嗣，委員 池田陽子，委員 木村琢麿 
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別紙（本件対象文書） 

 

 電子政府構築計画策定に関する文書（例えば，調査内容・調査結果・会議議

事録・会議開催年月日・出席者名簿・提出書類・議会における想定問答集・検

討書・報告書・国会議員への説明資料等） 


